
 
平成 21 年 12 月 25 日 

各  位 

東京都練馬区石神井町二丁目 26 番 11 号

一 建 設 株 式 会 社

代 表 取 締 役 社 長  小 泉 公 善

（コード番号 3268）

問合せ先： 取締役管理本部長 青 柳 秀 樹

電話番号： 03-5393-3071 

 

 

ジャスダック証券取引所への上場に伴う当社決算情報等のお知らせ 

 
当社は、本日、平成 21 年 12 月 25 日にジャスダック証券取引所に上場いたしました。今後とも、

なお一層のご指導ご鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。 

なお、最近の決算情報等につきましては別添のとおりであります。 

     

  以  上 

  

 

 

 



 

 
平成 22 年１月期 第３四半期決算短信（非連結） 

 
平成 21 年 12 月 25 日 

上 場 会 社 名  一建設株式会社        上場取引所 ＪＡＳＤＡＱ      

コ ー ド 番 号  3268             ＵＲＬ http://www.hajime-kensetsu.co.jp 

代表者      （役職名）代表取締役社長 （氏名）小泉 公善 

問合せ先責任者  （役職名）取締役管理本部長（氏名）青柳 秀樹   ＴＥＬ 03（5393）3071（大代表） 

四半期報告書提出予定日   ―          配当支払開始予定日  ―   
 

（百万円未満切捨て） 

１.平成 22 年１月期第３四半期の業績（平成 21 年２月１日～平成 21 年 10 月 31 日） 
（1） 経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期期増減率）

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22 年１月期第３四半期 148,996 － 12,793 － 12,429 － 7,353 －

21 年１月期第３四半期 － － － － － － － －

 

 
１株当たり四半期 

（当期）純利益 

潜在株式調整後１株当たり 

四半期（当期）純利益 

 円 銭 円 銭

22 年１月期第３四半期 287.68 ― 

21 年１月期第３四半期 ― ― 

（注）当社は、平成 21 年１月期第３四半期においては、四半期財務諸表を作成していないため、21 年１月期第３四半期及び 22 年

１月期第３四半期の対前年同四半期増減率の記載をしておりません。 

 

（2） 財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭

22 年１月期第３四半期 88,498 27,188 30.7 1,063.63

21 年１月期      83,836 19,837 23.7 776.03

（参考）自己資本    22 年１月期第３四半期 27,188 百万円  21 年１月期 19,837 百万円 

 

２.配当の状況 

 １株当たり配当金 

（基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21 年１月期 ― ― ― ― ― 

22 年１月期 ― ― ―   

22 年１月期（予想）    40.00 40.00 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  ：  無 

 

３.平成 22 年１月期の業績予想（平成 21 年２月１日～平成 22 年１月 31 日） 
（％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 

当期純利益 

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通期 

191,681 8.1 13,669 102.6 13,035 127.3 7,455 125.9 288.14

（注）業績予想数値の当四半期における修正の有無  ：  無 
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４.その他 

（1）簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有 

［（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 ４．その他をご覧ください。］ 

 

（2）四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期財務諸表作成のための基本となる

重要な事項等の変更に記載されるもの） 

①会計基準等の改正に伴う変更  ：有 

②①以外の変更         ：無 

[（注）詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。] 

 

（3）発行済株式数（普通株式） 

①期末発行済株式数（自己株式を含む） 22 年 1 月期第３四半期 25,562,280 株 21 年１月期 25,562,280 株

②期末自己株式数 22 年 1 月期第３四半期 ― 株 21 年１月期 ― 株

③期中平均株式数（四半期累計期間） 22 年 1 月期第３四半期 25,562,280 株 21 年１月期 25,562,280 株

 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明，その他特記事項 
（将来に関する記述等についてのご注意） 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であ

ると判断する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。

業績予想の前提となる仮定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、３ページ【定性的情報・

財務諸表等】３.業績予想に関する定性的情報をご覧ください。 

２．当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第 12 号)及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 14 号)を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」

に従い四半期財務諸表を作成しております。 

３．平成 22 年１月期（予測）の１株当たり当期純利益は新規上場に伴う公募予定株式数（3,000,000 株）を考慮

した予定期中平均発行済株式数 25,874,608 株により算出しております。 
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【定性的情報・財務諸表等】 

１．経営成績に関する定性的情報 

当第３四半期累計期間（平成21年２月１日～平成21年10月31日）におけるわが国経済は、景気対策による押

し上げ効果や在庫調整の一巡が反映され、平成21年７月～９月期のＧＤＰ成長率は、２期連続のプラス成長

となりました。しかし、輸出の回復力は脆弱であり、政策効果も先行きにおいてははく落することが予想さ

れております。また家計部門でも、ボーナスを中心とした給与の減少や失業増加による雇用不安などにより、

個人消費が弱含みの状況に加え、デフレ傾向も鮮明になりつつあり、非常に不透明な環境となっております。 

不動産業界におきましても、新設住宅着工戸数は減少しており、全体的には不況感がぬぐえない状況であり

ます。しかしながら一方では、住宅取得支援の諸政策や地価下落が住宅を取得しやすくしている状況もあり、

低価格帯の住宅の需要は堅調に推移している状況も見受けられます。 

このような不透明な環境の中、当社におきましては徹底した原価管理と品質向上に努め、良質な戸建分譲住

宅及び分譲マンションを低価格で供給し、より多くのお客様に「満足」いただけるよう尽力いたしておりま

す。この結果、当第３四半期累計期間の売上高は148,996,271千円、営業利益は12,793,491千円、経常利益は

12,429,312千円、四半期純利益は7,353,782千円となりました。 

なお、品目別の状況については、戸建分譲売上高134,561,446千円、マンション分譲売上高7,989,482千円、

土地分譲売上高4,678,503千円、請負工事売上高810,403千円、その他不動産収入956,435千円となっておりま

す。 

 

２．財政状態に関する定性的情報 

（1）資産、負債及び純資産の状況 

当第３四半期会計期間末における総資産につきましては、前事業年度末に比べ4,662,084千円増加し、

88,498,424千円となりました。 

これは、流動性を高めるための現金及び預金の増加、また、販売好調により、たな卸資産が減少したことが

主因であります。 

負債合計につきましては、たな卸資産減少に伴う短期借入金の圧縮等により、前事業年度末に比べ2,689,684

千円減少し、61,309,562千円となりました。 

純資産につきましては、四半期純利益の計上により、前事業年度末に比べ7,351,768千円増加し、27,188,861

千円となりました。 

 

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、22,676,244千円となり、前事業年度末に比

べ13,865,011千円増加しております。 

当第３四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況と主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税引前四半期純利益12,677,772千円、たな卸資産の減少額12,212,741千円及び仕入債務の増加額3,123,801

千円等により、営業活動により得られた資金は25,307,359千円となりました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

定期預金及び定期積金の預入による支出等により、投資活動により使用した資金は2,078,947千円となりま

した。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

短期借入金8,105,400千円、長期借入金858,000千円及び社債400,000千円がそれぞれ減少し、財務活動によ

り使用した資金は9,363,400千円となりました。 

 

３．業績予想に関する定性的情報 

(市場の見通し) 

平成20年９月の米国の大手証券会社の破綻以降、日本経済は急速な悪化を続けてきましたが、輸出の下げ止

まりとそれに伴う在庫調整の進展や政府の経済対策等により景気が持ち直す動きも見られてきております。

不動産市場におきましても、地価の下落率も縮小し一部では下げ止まりの状況も見え始めているため、住宅

価格、住宅ローンにも割安感が出始め、これまで購入を控えていた潜在需要層が動き出し、比較的好調な状

況になりつつあります。ただし、雇用・所得環境の悪化は依然として続いており、予断を許さない先行きが

不透明な状況であります。 
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(売上高) 

売上高に関しましては、当社の主力事業である戸建分譲についてマクロ経済の底打ち観測、潜在需要を刺激

する政府の各種政策等の後押しを受け、比較的堅調に推移するものと考えられます。この結果、売上高は前

期比8.1%増の191,681百万円を見込んでおります。 

 

(売上原価) 

売上原価は、土地原価と建物原価から構成されております。土地の仕入値は、平成21年の公示価格が示しま

すように地価の下落が鮮明となっておりましたが、足元では下落率も縮小し一部では下げ止まりの状況もう

かがえます。また、建物原価は外注業者を選別し一括発注への変更やプランの統一化などの原価低減効果が

浸透し安定して推移していることから、売上原価165,569百万円(前期比4.1%増)を見込んでおります。 

その結果、売上総利益は前期比43.1%増の26,111百万円を見込んでおります。 

 

(販売費及び一般管理費) 

販売費及び一般管理費は12,442百万円(前期比8.2%増)となりました。これは主に、売上高の増加に比例して

増加する支払仲介料5,413百万円(前期比18.4%増)を見込んでいることによります。 

 

（営業利益） 

売上総利益から販売費及び一般管理費を減算した営業利益は、前期比102.6%増となる13,669百万円を見込ん

でおります。 

 

(営業外収益・費用) 

営業外収益・費用のうち主な項目として支払利息636百万円を見込んでおります。 

 

(経常利益) 

営業利益から営業外収益・費用を加減算した、経常利益は前期比127.3%増となる13,035百万円を見込んでお

ります。 

 

(当期純利益) 

特別損益に関しましては、労災保険還付金256百万円を見込んでおり、それ以外は大きな項目を見込んでお

りません。法人税等は5,857百万円を見込んでおり、当期純利益につきましては、前期比125.9%増の7,455百

万円を見込んでおります。 

 

４．その他 

(1)簡便な会計処理及び四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

①税金費用の計算 

税金費用については、当第３四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用

後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法によってお

ります。なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。 

 

②繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しましては、前事業年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発

生状況に著しい変化がないと認められるため、前事業年度において使用した将来の業績予測やタックス・プラ

ンニングを使用する方法によっております。 

 

(2)四半期財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

当事業年度より「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第 12 号)及び「四半期財務諸表に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第 14 号)を適用しております。また、「四半期財務諸表等規則」に

従い四半期財務諸表を作成しております。 
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５．四半期財務諸表 

（1）四半期貸借対照表 

  (単位：千円) 

  

当第３四半期会計期間末 

(平成21年10月31日) 

前事業年度末に係る 

要約貸借対照表 

(平成21年１月31日) 

資産の部  

流動資産  

現金及び預金 25,586,336 9,791,293 

販売用不動産 17,308,312 29,665,422 

仕掛販売用不動産 32,574,385 32,786,200 

未成工事支出金 4,092,052 3,736,136 

その他 3,278,902 2,244,374 

流動資産合計 82,839,990 78,223,427 

固定資産   

有形固定資産 4,106,947 4,080,930 

無形固定資産 608,748 550,486 

投資その他の資産 942,737 981,495 

固定資産合計 5,658,433 5,612,912 

資産合計 88,498,424 83,836,339 

負債の部   

流動負債   

支払手形 4,026,750 2,793,226 

支払信託 7,150,035 6,729,401 

工事未払金 8,685,044 7,215,401 

短期借入金 30,644,100 38,749,500 

1年内償還予定の社債 400,000 400,000 

1年内返済予定の長期借入金 1,165,800 1,788,800 

未払法人税等 4,198,863 1,128,528 

賞与引当金 374,963 166,583 

その他 2,735,007 2,377,327 

流動負債合計 59,380,565 61,348,769 

固定負債   

社債 600,000 1,000,000 

長期借入金 － 235,000 

退職給付引当金 1,208,829 1,297,831 

保証工事引当金 103,448 99,418 

その他 16,719 18,226 

固定負債合計 1,928,996 2,650,476 

負債合計 61,309,562 63,999,246 
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  (単位：千円)

  

当第３四半期会計期間末 

(平成21年10月31日) 

前事業年度末に係る 

要約貸借対照表 

(平成21年１月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 90,000 90,000 

利益剰余金 27,095,750 19,741,967 

株主資本合計 27,185,750 19,831,967 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 3,111 5,125 

評価・換算差額等合計 3,111 5,125 

純資産合計 27,188,861 19,837,093 

負債純資産合計 88,498,424 83,836,339 
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（2）四半期損益計算書 

【第３四半期累計期間】 

 (単位：千円)

 
当第３四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年10月31日） 

売上高 148,996,271 

売上原価 127,338,892 

売上総利益 21,657,379 

販売費及び一般管理費 8,863,887 

営業利益 12,793,491 

営業外収益  

受取利息 18,890 

受取配当金 1,493 

受取違約金 60,524 

採納助成金 8,407 

その他 16,043 

営業外収益合計 105,359 

営業外費用  

支払利息 428,332 

その他 41,205 

営業外費用合計 469,538 

経常利益 12,429,312 

特別利益  

労災保険還付金 256,793 

その他 77 

特別利益合計 256,871 

特別損失  

固定資産除却損 2,924 

その他 5,486 

特別損失合計 8,411 

税引前四半期純利益 12,677,772 

法人税等 5,323,990 

四半期純利益 7,353,782 
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（3）四半期キャッシュ・フロー計算書 

 (単位：千円)

 当第３四半期累計期間 
（自 平成21年２月１日 
至 平成21年10月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー  

税引前四半期純利益 12,677,772 

減価償却費 102,170 

引当金の増減額（△は減少） 122,784 

受取利息及び受取配当金 △20,383 

支払利息 428,332 

固定資産除却損 2,924 

たな卸資産の増減額（△は増加） 12,212,741 

前渡金の増減額（△は増加） △879,544 

未払消費税等の増減額（△は減少） 58,590 

その他流動資産の増減額（△は増加） △167,867 

仕入債務の増減額（△は減少） 3,123,801 

その他流動負債の増減額（△は減少） △157,077 

前受金の増減額（△は減少） 457,011 

その他 4,070 

小計 27,965,326 

利息及び配当金の受取額 18,790 

利息の支払額 △423,102 

法人税等の支払額 △2,253,655 

営業活動によるキャッシュ・フロー 25,307,359 

投資活動によるキャッシュ・フロー 

定期預金及び定期積金の預入による支出 △3,080,092 

定期預金及び定期積金の払戻による収入 1,150,060 

有形固定資産の取得による支出 △120,422 

無形固定資産の取得による支出 △68,952 

その他 40,459 

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,078,947 

財務活動によるキャッシュ・フロー  

短期借入金の純増減額（△は減少） △8,105,400 

長期借入金の返済による支出 △858,000 

社債の償還による支出 △400,000 

財務活動によるキャッシュ・フロー △9,363,400 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 13,865,011 

現金及び現金同等物の期首残高 8,811,232 

現金及び現金同等物の四半期末残高 22,676,244 
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（4）継続企業の前提に関する注記 

該当事項はありません。 

 

（5）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記 

 該当事項はありません。 
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